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 過度な移民政策は将来的に労働力不足の問題を引き起こす恐れがあり、市場の不安を高めよう。 

 オバマケアの現実路線修正や金融規制緩和なら日本株には好材料、ただ民主党は徹底抗戦も。 

 大統領と議会が協調し、現実的な政策を打ち出すことが出来るか否かが、市場安定のカギを握る。 

トランプ相場で日本株が向かう先（その2） 

過度な移民政策は将来的に労働力不足の問題を引き起こす恐れがあり、市場の不安を高めよう 

 

 前回のレポートでは、トランプ次期大統領の「就任100日行動計画」のうち、財政政策と通商政策に焦点を当

てました。財政政策における支出規模や、通商政策における保護主義の度合い次第で、日本株は上下両方

向に動く可能性があるため、今後の政策を見極める必要があります。今回も引き続き、「就任100日行動計画」

における主要政策のポイントを整理し、日本株への影響度合いについて考えます。 

 

 ③移民政策：行動計画には、不法移民の国外退去やメキシコ国境での壁建設などが明記されています。報

道によれば、トランプ次期大統領は11月13日、約1,100万人の不法移民のうち犯罪者ら200万～300万人

をまず国外退去させ、メキシコ国境の壁はフェンスを併用するとの考え方を明らかにしました。まずは現実路線が

示されましたが、過度な移民政策は、将来的に労働力不足の問題を引き起こす恐れがあり、市場の不安を高め

る材料です。 

1 

【図表1：トランプ政権の主要ポスト候補者】 

(出所)各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

役職名 主な候補者名 備考 

大統領首席補佐官 ラインス・プリーバス氏（指名済） 共和党全国委員長。党主流派との関係は良好。 

首席戦略官・上級顧問（新設ポスト） スティーブン・バノン氏（指名済） 選対最高責任者。白人至上主義的な言動が目立ち、党主流派との関係は良くない。 

財務長官 スティーブン・ムナチン氏 選対財務責任者。手腕は未知数。 

カール・アイカーン氏 トランプ支持の著名投資家。 

ジェイミー・ダイモン氏 JPモルガンチェースCEO。ウォール街を代表する経営者。 

ジェブ・ヘンサリング氏 共和党下院議員。米下院金融サービス委員長。金融規制緩和を主張。 

国務長官 ジョン・ボルトン氏 元国連大使。 

ニュート・ギングリッチ氏 元下院議長。保守派。 

ルディ・ジュリアーニ氏 元ニューヨーク市長。外交経験はなし。司法長官説は本人が否定。 

ジェフ・セッションズ氏 共和党上院議員。外交政策でサポート。 

ボブ・コーカー氏 共和党上院議員。上院外交委員長。 

国防長官 マイケル・フリン氏 前国防情報局長。選対外交アドバイザー。 

司法長官 クリス・クリスティー氏 ニュージャージー州知事。 
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オバマケアの現実路線修正や金融規制緩和なら日本株には好材料、ただ民主党は徹底抗戦も 

 

 ④社会保障政策：医療保険制度改革法（オバマケア）の撤廃も行動計画に盛り込まれています。ただこの

ところトランプ次期大統領は、オバマケアの内容を一部引き継ぐ可能性も示唆しており、選挙戦で掲げてきた極

端な看板政策を現実路線に修正する動きが窺えます。オバマケア自体が日本株に与える直接の影響は限定的

と思われますが、現実路線への修正が他の政策にも広がった場合、市場の過度な警戒が和らぎ、日本株には好

材料です。 

 

 ⑤規制緩和：金融やエネルギー産業に対する規制緩和は、日本でも関連業種に追い風となります。現在、

金融規制改革法（ドット・フランク法）の廃止が見込まれていますが、同法はオバマケアと並ぶオバマ大統領のレ

ガシー（政治的遺産）の1つです。そのため民主党が上院でフィリバスター（議事妨害）を行使すれば、51議

席の共和党は安定多数の60議席に達していないためこれを阻止できず、法改正が難航する恐れもあります。 

 

大統領と議会が協調し、現実的な政策を打ち出すことが出来るか否かが、市場安定のカギを握る 

 

 日本政府の懸念は環太平洋経済連携協定（TPP）と在日米軍の駐留経費と思われます。そもそも日本株

はこれまでTPPを材料に大きく上昇した局面がなく、日本が通商政策を見直すような事態となっても、日本株へ

の影響は限定的となる可能性があります。また在日米軍関係費について、日本は2016年度に約7,600億円

支出しており、少なくとも駐留撤退というような極端な話にはならないと考えます。 

 

 トランプ次期大統領は11月13日、大統領首席補佐官にラインス・プリーバス共和党全国委員長を起用し、

共和党主流派との協調体制を整える姿勢を示しました（図表1）。年内には閣僚人事の大枠が固まり、各政

策の具体的な方向性がみえてきます。大統領と議会が協調し、現実的な政策を打ち出すことが出来るか否かが

市場安定のカギを握ります。なお本邦製造業の多くは下期の想定為替レートを1ドル＝100円から105円辺りに

設定しており、足元の円安傾向が続けば、業績懸念の後退で日本株が一段高となる展開も期待されます。 
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 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は

金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。 

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今後の市場環境等を

保証するものではありません。 

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰

属します。 

 本資料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を

行うことを厳に禁じます。 

 この資料の内容は、当社が行う投資信託および投資顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解

下さい。 
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